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役場からのお知らせ役場からのお知らせ

◆ 

歳
入
決
算
（
収
入
）

　
平
成
２１
年
度
の
歳
入
総
額
は
９２

億
３
３
３
万
円
、
前
年
度
比
１４
・

６
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
増
加
の
要
因
は
国
庫
支
出
金
が

定
額
給
付
金
事
業
や
地
域
活
性
化

臨
時
交
付
金
事
業
に
よ
り
前
年
度

比
で
１
０
４
・
１
％
増
（
７
億
７

８
４
２
万
円
増
）
と
な
っ
た
こ
と

や
、
県
支
出
金
が
緊
急
雇
用
創
出

臨
時
特
例
基
金
事
業
な
ど
に
よ
っ

て
２７
・
５
％
増
（
１
億
５
０
０
９

万
円
増
）
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
る

も
の
で
す
。

　
歳
入
の
構
成
は
普
通
交
付
税
と

特
別
交
付
税
を
合
わ
せ
た
地
方
交

付
税
が
全
体
の
４２
・
５
％
を
占
め
、

町
税
を
含
め
た
自
主
財
源
が
全
体

の
１７
・
７
％
し
か
な
く
、
国
や
県

の
財
政
支
援
に
依
存
し
た
状
況
が

続
い
て
い
る
こ
と
が
見
て
と
れ
ま

す
。
ま
た
、
地
方
債
の
借
入
額
は
、

１２
億
１
０
１
０
万
円
と
、
普
通
建

設
事
業
の
増
加
に
伴
い
、
昨
年
に

引
き
続
き
１０
億
円
を
超
え
る
借
入

額
と
な
り
ま
し
た
。

◆ 

歳
出
決
算
（
支
出
）

　
歳
出
総
額
は
８６
億
７
３
０
７
万

円
、
前
年
度
比
１１
・
４
％
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
普
通
建
設
事
業
は
国
の
経
済
危

機
対
策
と
連
動
し
た
衛
生
セ
ン
タ

ー
の
増
改
築
や
、
情
報
基
盤
整
備

事
業
の
本
体
工
事
の
開
始
、
佐
賀

保
育
所
の
建
設
な
ど
に
よ
り
前
年

度
比
２７
・
８
％
増
（
５
億
３
２
８

３
万
円
増
）
で
、
補
助
費
も
定
額

給
付
金
事
業
の
実
施
に
よ
り
２７
・

０
％
増
（
２
億
７
９
７
万
円
の
増
）

と
な
っ
て
お
り
、
国
や
県
の
景
気

対
策
と
連
動
し
た
事
業
の
増
加
と

格
差
解
消
に
向
け
て
の
イ
ン
フ
ラ

整
備
の
開
始
が
歳
出
額
の
増
加
の

要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
目
的
別
で
の
構
成
を
見
る
と
、

保
育
所
運
営
や
保
健
事
業
を
抱
え

る
民
生
費
が
全
体
の
２３
・
２
％
を

占
め
て
お
り
、
そ
れ
に
引
き
続
き

情
報
基
盤
整
備
事
業
や
定
額
給
付

金
事
業
の
あ
っ
た
総
務
費
、
公
債

費
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
性
質
別
で
は
、
人
件
費
・
扶
助

費
・
公
債
費
を
合
わ
せ
た
義
務
的

経
費
が
全
体
の
３９
・
１
％
、
普
通

建
設
事
業
と
災
害
復
旧
事
業
を
合

わ
せ
た
投
資
的
経
費
が
２８
・
５
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
（
繰
越
明
許
を
含
む
）

黒潮町歳入歳出決算状況黒潮町歳入歳出決算状況黒潮町歳入歳出決算状況
○お問い合わせ：総務課 財務係　蕁43－2112（直通）

平成21年度

※それぞれの数値は集計後端数処理をしているため、合計値と合わない場合があります。

一般会計決算の状況

決算収支歳　　出歳　　入

歳　　　　入 歳出（目的別） 歳出（性質別）

5億3,026万円86億7,307万円92億333万円一般会計（繰越明許含む）

その他依存財源
2.5%
2億2,947万円

町税　9.1%
8億4,038万円

その他依存財源
8.6%
7億9,116万円

歳　入 歳　出歳　出

地方交付税
42.5%
39億934万円

国庫支出金
16.6%
15億2,632万

町債　13.1%
12億1,010万円
町債　13.1%
12億1,010万円

県支出金
7.6%
6億9,655万円

依存財源
82.3%

自主財源
　17.7%

その他
3.0%
2億5,777万円 人件費

19.6%
17億72万円

繰出金
7.5%
6億5,187万円

投資的経費
28.5%

その他経費
32.4%

その他経費
32.4%

義務的経費
39.1%
義務的経費
39.1%

その他
7.3%
6億3,069万円

民生費
23.2%
20億1,306万円

総務費
21.6%
18億7,266万円

総務費
21.6%
18億7,266万円

教育費　5.5%
4億7,626万円

公債費　14.8%
12億8,546万円

公債費
14.8%
12億8,534万円

物件費　10.6%
9億1,975万円

補助費等
11.3%
9億7,919万円

補助費等
11.3%
9億7,919万円

普通建設事業　28.2%
24億4,886万円

災害復旧費
0.3%
2,721万円

土木費
10.3%
8億9,125万円

農林水産業費
10.7%
9億2,828万円

衛生費　6.6%
5億7,540万円
衛生費　6.6%
5億7,540万円

扶助費
4.6%
4億236万円
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特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
の
特

別
会
計
は
公
営
企
業
会
計
の
水
道

事
業
を
含
め
て
１２
会
計
あ
り
ま
す
。

　
歳
入
歳
出
決
算
の
状
況
は
次
の

表
の
と
お
り
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
企
業
会
計
の
水
道
事
業
を
除
い

た
特
別
会
計
の
歳
入
総
額
は
５３
億

７
６
７
８
万
円
、
歳
出
総
額
は
５３

億
５
４
３
８
万
円
で
歳
入
歳
出
の

差
し
引
き
総
額
は
２
２
４
０
万
円

の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

特
別
会
計

平成21年度の主な建設事業

総務費

情報基盤整備事業� 2億1,606万円

衛生センター整備事業� 2億923万円

農林水産業費

佐賀地区漁業集落環境整備事業
� 2,461万円

入野漁港地域水産物供給基盤整備事業
� 4億5,348万円

灘漁港地域再生基盤強化交付金事業
� 2,873万円

衛生費

中ノ川地区飲用水供給施設整備事業
� 5,425万円

民生費

佐賀統合保育所整備事業�2億9,002万円

土木費

地域活力基盤創造交付金事業（馬荷線等）
� 2億430万円

上川口港湾地域再生基盤強化交付金事業
� 1,463万円

まちづくり交付金事業
（中角藤縄線・池廻り線・坂折公園等）
� 3億1,624万円

公営住宅ストック改善事業� 7,031万円

特別会計決算の状況

歳　　入

1,884万円住宅新築資金等貸付事業

2,440万円宮川奨学資金

17億2,797万円給与等集中処理

18億3,826万円国民健康保険事業

8,366万円国民健康保険直診事業

738万円老人保健事業

14億5,891万円介護保険事業

1,480万円介護サービス事業

1億5,273万円後期高齢者医療保健事業

4,040万円農業集落排水事業

942万円

特
　
別
　
会
　
計

漁業集落排水事業

2億1,526万円収益的収支
水道事業

8,229万円

歳　　出

1,827万円

2,422万円

17億2,797万円

18億2,946万円

8,363万円

572万円

14億4,946万円

1,480万円

1億5,273万円

3,882万円

928万円

2億410万円

1億4,052万円

決算収支

57万円

18万円

0万円

880万円

3万円

166万円

944万円

0万円

0万円

158万円

14万円

1,116万円

－5,823万円資本的収支

※水道事業における不足額は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額及び過年度分損益勘定留保資金で
　補てんされています。
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黒潮町の財政を家計に例えたら・・・黒潮町の財政を家計に例えたら・・・
　平成21年度一般会計決算額を家計に例えて、町税などの自主財源を年間の給与総額500万円とし
て計算したのが下の表です。
　この表からも、親からの援助に例えた、地方交付税や国庫支出金などに依存している状況が良く
分かります。

総収入� 92億333万円
町税など自主財源� 13億5,238万円
繰入金� 1億3,931万円
繰越金� 1億3,985万円
地方交付税・国庫支出金等� 63億6,169万円
町債� 12億1,010万円

総支出� 86億7,307万円
人件費� 17億72万円
扶助費� 4億236万円
普通建設事業費� 24億4,886万円
公債費� 12億8,534万円
繰出金� 6億5,187万円
積立金� 1億3,223万円
物件費・補助費等� 20億5,169万円

収支� 5億3,026万円

起債残高� 99億7,252万円

基金残高� 37億1,345万円

▼黒潮町一般会計

総収入� 3,402万6千円
給与収入� 500万円
預貯金の取り崩し� 51万5千円
繰越金� 51万7千円
親からの援助� 2,352万円
借金� 447万4千円

総支出� 3,206万6千円
食費� 628万8千円
医療費� 148万8千円
車庫の建設� 905万4千円
ローン返済� 475万2千円
子どもへの仕送り� 241万円
預貯金� 48万9千円
その他生活費� 758万5千円

収支� 196万円

ローン残高� 3687万円

預貯金残高� 1,372万9千円

▼年間給与収入500万円の世帯

財政健全化法による財政指標について
　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の規定により、平成21年度決算に基づく4つの健
全化判断比率と公営企業の資金不足比率を算出しました。この指標が基準以上となる場合には財政
健全化計画等を策定することが義務付けられています。黒潮町では全ての数値が基準値を下回って
います。

○実　質　赤　字　比　率　普通会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
○連結実質赤字比率　全会計を対象とした実質赤字額（または資金不足額）の標準財政規模に対する比率
○実質公債費比率　普通会計が負担する起債の元利償還金・準元利償還金の標準財政規模に対する比率
○将　来　負　担　比　率　普通会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
○資　金　不　足　比　率　公営企業の資金不足額の事業規模に対する比率
※「－」は実質赤字額・連結実質赤字額及び資金不足額が無いことを意味します。
※標準財政規模とは、標準的な状態で通常収入される見込みの一般財源の規模を言います。

平成21年
度決算

早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率 － 15.0% 20.0%

連結実質赤字比率 － 20.0% 40.0%

実質公債費比率 13.0% 25.0% 35.0%

将来負担比率 51.8% 350.0%

資金不足
比率

経営健全化
基準

水道事業会計 － 20.0%

農業集落排水事業会計 － 20.0%

漁業集落排水事業会計 － 20.0%


